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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第58期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４ 平成19年５月18日に当社の持分法適用関連会社であった㈱井上誠昌堂の株式を追加取得し、当社の連結子会社としており

ます。 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 127,621 130,797 139,337 258,139 262,396 

経常利益 ( 〃 ) 606 1,636 1,569 1,149 2,962 

中間(当期)純利益 ( 〃 ) 96 616 680 447 1,071 

純資産額 ( 〃 ) 35,173 36,754 36,893 36,199 36,641 

総資産額 ( 〃 ) 124,413 133,386 139,978 127,778 135,721 

１株当たり純資産額 (円) 900.28 907.80 923.44 896.18 916.93 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(〃) 2.46 15.26 17.13 11.42 26.66

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(〃) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.3 27.6 26.2 28.3 26.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 75 5,387 △3,323 4,241 10,007

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

( 〃 ) △382 △4,886 1,787 △3,610 △4,347

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

( 〃 ) △296 △520 △1,947 382 △1,172

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

( 〃 ) 10,413 12,012 13,034 12,031 16,518

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人) 
2,086 
〔603〕

2,103
〔642〕

2,271
〔764〕

2,104 
〔673〕

2,044
〔640〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 120,385 120,192 124,961 241,006 241,892 

経常利益 ( 〃 ) 569 1,655 1,560 1,215 2,919 

中間(当期)純利益 ( 〃 ) 133 734 733 680 867 

資本金 ( 〃 ) 3,992 3,992 3,992 3,992 3,992 

発行済株式総数 (千株) 41,841 41,841 41,841 41,841 41,841 

純資産額 (百万円) 34,716 36,411 36,322 35,934 35,967 

総資産額 ( 〃 ) 116,263 124,862 127,851 119,751 126,968 

１株当たり配当額 ( 円 ) 6.00 6.00 6.00 12.00 12.00 

自己資本比率 (％) 29.9 29.2 28.4 30.0 28.3 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人) 
1,437 
〔467〕

1,417
〔366〕

1,377
〔371〕

1,414 
〔415〕

1,368
〔357〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

主要な関係会社の異動 

 (医薬品関連事業) 

  平成19年５月18日に当社の持分法適用関連会社であった㈱井上誠昌堂の株式を追加取得し、当 

 社の連結子会社としております。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が提出会社の持分法適用関連会社から提出会社の連結子会社となりまし

た。 

（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事
業の内容 

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％) 

関係内容 

㈱井上誠昌堂 
富山県 
高岡市 

45 
医薬品
関連事業 

51.1

・医薬品の卸売りを行っております。
・当社に対し医薬品を販売しておりま

す。 
・当社より医薬品を仕入れておりま

す。 
・当社所有の建物を賃借しておりま

す。 
役員の兼任等・・・・無 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む)

であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマーの人員数を記載しております。 

   ３ 従業員数が当中間連結会計期間において227名増加しておりますが、主として平成19年５月18日に当社の持分法適用関連

会社であった㈱井上誠昌堂の株式を追加取得し当社の連結子会社としているため、㈱井上誠昌堂の従業員数208名が増加

したことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であり、臨時従業員数は〔 〕

内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマーの人員数を記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び当社子会社である㈱バイタルヘルスケア及び㈱バイタルケアによりバイタルネット労働組合が組織（組

合員数1,003人）されており、所属団体には属しておりません。また、労使関係は円満に推移しております。 

なお、㈱バイタルヘルスケア及び㈱バイタルケア以外の連結子会社には組合組織はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

医薬品関連事業   

医療用医薬品 
  

1,601〔543〕 

一般用医薬品 
  

194 〔51〕 

その他 
  

239 〔46〕 

その他事業 
  

63〔116〕 

全社(共通) 
  

174 〔 8〕 

合計 
  

2,271〔764〕 

従業員数(人) 1,377〔371〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における日本経済は、米国経済の先行き不透明感や原油価格高騰の影響はあったものの、企業

収益の増加を背景とした設備投資の拡大や雇用情勢の改善などにより、景気は緩やかな回復基調が持続しました。 

当社グループの主力商品である医療用医薬品市場においては、ジェネリック医薬品の採用増加などの国による医療

費抑制策の影響を受けながらも、生活習慣病関連薬剤の拡大などにより市場規模はわずかに前年を上回る水準で推移

しております。一方、一般用医薬品市場は需要の伸び悩みが続き低調に推移しました。 

そのような状況のなか、当社グループにとって今期は新しい中期経営計画「Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ－Ｖ」の初年度にあ

たり、以下の３つの主要課題を掲げ取り組んでおります。 

①医薬品卸売業としての企業価値の向上 

  これまで薬価改定後２年目の年度には、収益力の低下をしばしば招いてきましたが、平成20年 ３月期には今

までに蓄積した経営手法を結集することにより、医薬品卸売業の更なる価値向上を図り最高益の実現のために努

力します。 

 そのために、次の４つの事項に注力しております。 

 ・高い水準の経営管理に裏づけされた収益性の実現 

  決算の早期化や精度向上に対応するため、平成17年の基幹システム更新と併せ、収益性を重 視した支店経

営を実践してまいりました。また、全社的な価格管理体制を強化し、適正販売の推進や顧客起点に基づいた付

加価値の高い商品・サービスの提供を通じ安定した収益性確保に努めております。 

 ・主体的に行動する組織による「勢い」の尊重と「市場シェア」向上の実現 

  処方元訪問の重視による環境変化への速やかな対応と原因分析による市場対策を講じインストアシェア向上

に努める一方で、当社グループ会社である㈱医療経営研究所との連携による開業支援や開局支援等を通じ得意

先カバー率向上につとめております。 

 ・「Ｖ － Ｓ Ｔ Ｅ Ｐ」（薬 局 向 け の 契 約 販 売 シ ス テ ム）や「Ｐ Ｏ Ｗ Ｅ Ｒ Ｓ」（得 意 先 向 け 在 庫 管

理システム）など当社独自ツールの活用による顧客満足度の向上 

  得意先の利便性・効率性を追及し、経済合理性に基づいた価格設定を推進する「Ｖ－ＳＴＥＰ」の契約が順

調に推移し、また得意先の在庫管理と発注管理を行う「ＰＯＷＥＲＳ」の評価も高まり、特に新潟地区での契

約が伸びております。 

 ・競合同業者を念頭においた戦略的営業政策による競争力の強化 

  営業社員の携帯端末「Ｖ－ＮＯＴＥ」導入後、営業地域における有利な占拠率を活用し、組織的な営業活動

やメーカーに対するスピーディーな販促情報提供が可能となり、「Ｖ－ＣＡＬＬ」（販促支援ツール）契約メ

ーカー数も増え、フィービジネス強化につながっております。 

②新中期経営計画「Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ－Ｖ」の基礎固め 

 当社グループの収益性の強化を最大目的に、行動計画を着実に進めております。 

③変化する事業環境への果敢なチャレンジ 

  加速する事業環境の変化を先取りし、スピーディーに対応するため、次の５つの事項に注力しました。 

 ・企業間ネットワークの構築 

  常にお客様に最適なサービスを提供するため、理念を共にする企業間ネットワークを構築し、それぞれが持

つ情報や資源の共有を図り、医療に携わる皆様のより高いレベルのニーズにお応えし、医療の向上に貢献して

まいります。 

  具体的には、下記の事項を実施しました。 

  （ａ）㈱ケーエスケーとの業務提携 

  本年10月１日、当社と㈱ケーエスケー(大阪府大阪市)は包括的な業務提携を行うことで合意し、業務

提携契約を取り交わしました。 

  当社は東北・新潟エリアで、㈱ケーエスケーは近畿エリアでともに医療用医薬品卸売業を営み、平成

17年11月からは全国の同業９社で結成する㈱葦の会にも参画しております。㈱葦の会において培われた

同業者間の広汎な業務提携を基盤としつつ、その内容の一層の深化・多角化を行い、これにより両社の

経営資源の有効活用及び業務の効率化・高度化を図っていく予定です。 

  なお、両社は今後も㈱葦の会の一員として全国レベルの協力関係の強化にも積極的に取り組んでまい

ります。 

  （ｂ）ヘルスケア事業の経営統合 

  当社は、本年４月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社である㈱バイタルヘルスケアが、

㈱アステムの連結子会社である㈱アステムヘルスケア、㈱ほくやく（ヘルスケア事業部）及び㈱茂木薬

品商会の３社と経営統合することに合意いたしました。 



  一般用医薬品の専門卸として経営資源の効率化と更なる専門性、地域性を実現し、一般生活者とお得

意様へ高品質なサービスを提供することにより、国内における我々の事業展開の存在意義を確立するこ

とを目的としております。 

  なお、㈱ほくやくは、統合に向けた準備の一環としてヘルスケア事業のうち量販に関わる事業を分社

化し、本年９月１日をもって㈱ほくやくヘルスケアを設立しております。   

 ・保健医療制度ならびに厚生行政の変化を見据えた政策 

  新中期経営計画「Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ－Ｖ」のスローガンにもあるように、関係会社と連携してヘルスケ

ア・ネットワーク・グループ（医療関連流通ネットワーク、Ｖ－ＳＴＥＰ契約先ネットワーク、医療と介護の

ネットワーク、地域医療連携のネットワーク）の構築に向けた政策に取り組んでおります。 

 ・ＤＰＣ導入病院の増加やジェネリック医薬品の拡大に対応した営業及び物流政策の構築 

  東北及び新潟地区でＤＰＣ（日本型包括支払い方式）を導入している病院は地域医療の核となる基幹病院が

ほとんどであり、ジェネリック医薬品の採用を拡大する一方で抗がん剤など高額医薬品の使用も増えておりま

す。これによる市場の変化を見据えながら、速やかにニーズに即した対応をしております。 

 ・連結主体の経営 

  市場ニーズに対応した付加価値の高い事業を通して関係会社の収益力を高め、グループ経営のシナジー効果

の実現を目指して取り組んでおります。 

  具体的には、下記の事項を実施しました。 

  （ａ）㈱井上誠昌堂の株式取得 

  当社は、平成18年９月22日開催の取締役会において、㈱井上誠昌堂（富山県高岡市）の株式を追加取

得して子会社化することを決議し、本年４月20日開催の取締役会においては、株式取得の具体的方法等

を決議いたしました。 

  当社はこれまで、㈱井上誠昌堂の株式を33.4％保有しており、資本業務提携を締結して協力関係を築

いて参りましたが、より一層の経営の効率化を目指し、出資比率を51.1％にすることにより子会社化す

ることといたしました。㈱井上誠昌堂は北陸３県を営業エリアとする老舗の医薬品卸ですが、当社の商

圏とはほとんど重複しないことから、地域的にもバランスの取れたグループ企業の１社になると考えて

おります。 

  （ｂ）連結子会社の合併 

  当社の連結子会社である、㈱バイタルエクスプレス、㈱バイタルエクスプレス秋田、㈱バイタルエク

スプレス山形、㈱バイタルエクスプレス新潟の４社について、統合により経営の合理化と効率化を行

い、事業の採算性向上と収益基盤の強化を図ることを検討しました。 

  なお、本年10月24日開催の取締役会において、平成20年１月１日を期して上記４社を合併させること

を決議いたしました。 

 ・内部統制システム導入の周到な準備 

  上場会社が平成21年３月期決算から提出しなければならない内部統制報告書は、企業が社会に対し「正しい

企業活動」を行っている証明となる取り組みです。このため平成18年12月から内部統制プロジェクトをスター

トし、専従メンバーが業務ルールと運用の確認を行い、ほぼ体制が完備しつつあります。 

  

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

①医薬品関連事業 

医療用医薬品については、国による医療費抑制策の進展が販売の伸びに大きく影響しました。特にＤＰＣの採用

病院及び準備病院の増加によって、患者の在院日数短縮やジェネリック医薬品採用促進につながり、医薬品需要の

伸びがこれまでに比べて鈍化した一因となりました。また、今夏は記録的な猛暑となり、患者の通院動向にも悪影

響を及ぼしました。 

一方、生活習慣病（高血圧・糖尿病・高脂血症）に対する関心の高まりから、治療行動は活発化しており、関連

薬剤の販売は続伸し大きなプラス要因になりました。 

東北・新潟地区は医療機関の院外処方せん発行率が全国的にも高い地区となっています。当社グループでは、処

方ベースに見合った適正数量・適正価格の納入活動を継続しております。そのような状況のなか、当期から連結子

会社となった㈱井上誠昌堂が加わったこともあり、医療用医薬品の売上高は117,098百万円（前年同期比107.7％）

となりました。 

一般用医薬品については、セルフメディケーションへの意識の高まりや記録的な猛暑により需要の増大が期待さ

れましたが、東日本市場は前年を割り込む結果となりました。当社グループにおいては、上位集中化が進む量販企

業では前年より伸長したものの、一般薬局では苦戦を強いられ、一般用医薬品の売上高は10,171百万円（前年同期

比98.6％）にとどまりました。 

試薬・医療機器（医療材料を含む）については、病院・診療所及び臨床検査センターを主な得意先として営業展

開いたしました。急性期病院においては、運営管理の効率化に対する提案を強化し、臨床検査試薬やＳＰＤ（病院

内の物品・物流管理手法）の導入を進めました。その結果、医薬品関連事業のその他の売上高は11,736百万円（前



年同期比102.8％）となりました。 

  

②その他事業 

介護事業については、通所介護事業、訪問介護事業の両事業共に利用者を順調に増やしております。又、昨年の

介護報酬改定の影響を大幅に受けた福祉用具貸与事業も改定以前までの業績に回復しております。 

介護事業以外では、保険手数料収入及び不動産賃貸収入等もほぼ前中間連結会計期間の売上高を確保いたしまし

た。その結果、その他事業の売上高は330百万円（前年同期比111.8％）となりました。 

  

  以上の結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、連結売上高139,337百万円（前年同期比106.5％）、連

結営業利益999百万円（前年同期比84.4％）、連結経常利益1,569百万円（前年同期比95.9％）、連結中間純利益680

百万円（前年同期比110.5％）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ、3,483百万円減少して13,034百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において、営業活動による資金の減少は3,323百万円（前年同期は資金の増加5,387百万円）

となりました。これは主として、税金等調整前中間純利益が1,383百万円計上されたものの、法人税等の支払額が

1,407百万円、その他に含まれる未払金の減少額637百万円、未収入金の増加額880百万円、仕入債務の減少額848百

万円、売上債権の増加額806百万円がそれぞれ計上されたこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において、投資活動による資金の増加は1,787百万円（前年同期は資金の減少4,886百万円）

となりました。これは主として、定期預金の純減少額2,312百万円、有価証券の償還による収入300百万円、投資有

価証券の取得による支出1,106百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において、財務活動による資金の減少は1,947百万円（前年同期は資金の減少520百万円）と

なりました。これは主として、短期借入金の純減少額1,700百万円、配当金の支払額238百万円によるものでありま

す。 

  

２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注)１ 金額は、仕入価格によっております。 

  ２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品関連事業 127,574 107.3 

医療用医薬品 108,018 108.3 

一般用医薬品 9,248 100.4 

その他 10,308 103.2 

その他事業 57 92.4 

合計 127,632 107.3 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品関連事業 139,007 106.5 

医療用医薬品 117,098 107.7 

一般用医薬品 10,171 98.6 

その他 11,736 102.8 

その他事業 330 111.8 



(注)１ 金額は、販売価格によっております。 

  ２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 ㈱井上誠昌堂の株式取得 

当社は、平成18年９月22日開催の取締役会において、㈱井上誠昌堂(持分法適用関連会社)の株式を追加取得して子

会社化することを決議し、同日、合意書を締結しておりましたが、平成19年４月20日開催の取締役会においては、株

式取得の具体的方法等を決議し、同日、当社は㈱井上誠昌堂と株式取得の具体的方法等に係る合意書を締結いたしま

した。 

なお、平成19年５月18日に、当社は㈱井上誠昌堂に係る株式売買契約書を井上殖産㈱と締結し、平成19年５月25日

に株式の交付を受けました。 

①目的 

 両社の経営の効率化 

②株式取得の相手会社の名称 

 井上殖産㈱ 

③株式所得の時期 

 株式売買契約書締結日 平成19年５月18日 

  

④㈱井上誠昌堂の概要 

 (1) 主な事業の内容 医療用医薬品卸売業 

 (2) 従業員数 209名(平成19年３月31日現在) 

 (3) 資本金 45百万円 

 (4) 最近事業年度における貸借対照表、損益計算書の要旨 

     貸借対照表の要旨（平成19年３月31日現在） 

      総資産   9,341百万円 

      純資産   △629百万円 

     損益計算書の要旨（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

          売上高  22,683百万円 

⑤取得した株式の数、取得価額及び取得後の株式の数等 

 (1) 取得株式数 15,900株 

 (2) 取得価額 19百万円 

 (3) 取得後の所有株式数 46,000株 

 (4) 持分比率 51.1％ 

  

合計 139,337 106.5 



５ 【研究開発活動】 

 特記すべき研究開発活動はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2) 国内子会社 

 当中間連結会計期間において、当社の持分法適用関連会社であった㈱井上誠昌堂の株式を追加取得し連結子会社と

なったため、下記の設備が新たに当社グループの主要設備となりました。 

 当該設備の状況は以下のとおりであります。 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は器具及び備品であります。なお金額には消費税等は含んでおりません。 

２ 帳簿価額の「建物及び構築物」には、非連結子会社㈱ミツワオートへ貸与中の建物が本社及び高岡支店に５百万円含まれ

ております。 

３ 従業員数の[ ]は、平均臨時雇用者数を外書しております。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末に計画中であった医薬品関連事業の石巻支店の社屋建替えの完了予定が、平成20年１月より平成

20年２月に変更されております。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(人)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

㈱井上
誠昌堂 

本社及び高岡
支店(富山県
高岡市) 

医薬品関
連事業 

本社機能
及び営業
店設備 

225 10
53

(９)
 

９ 299 
82

[21]

富山支店(富
山県富山市) 

同上 
営業店設
備 

129 ６
76

(７)
 

２ 215 
27

[14]

小松店(石川
県小松市) 

同上 同上 17 ―
127
(３)

 
― 144 

５
[３]



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 41,841,537 41,841,537
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 41,841,537 41,841,537 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 41,841 ― 3,992 ― 3,131 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 



(注) 当社は自己株式2,104千株保有しておりますが、上記の大株主の状況からは除いております。 

  

の割合(％) 

鈴木 彦治 仙台市青葉区 2,810 6.72 

有限会社鈴彦 仙台市青葉区錦町２丁目４番60号 2,182 5.22 

鈴木 淳 新潟県新潟市 1,251 2.99 

鈴木 賢 仙台市青葉区 1,160 2.77 

村井 研一郎 岩手県盛岡市 1,160 2.77 

鈴木 定子 新潟県新潟市 1,081 2.58 

武田薬品工業株式会社 大阪市中央区道修町４丁目１番１号 1,013 2.42 

有限会社クエコ 岩手県盛岡市住吉町４番４号 897 2.14 

有限会社さのや 山形県山形市相生町３番15号 896 2.14 

バイタルネット従業員持株会 仙台市青葉区大手町１番１号 890 2.13 

計 ― 13,344 31.89 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が1,200(議決権12個)株含まれております。 

２ 「単元未満株式」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が55株、当社保有の自己株式が30株含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 2,104,300 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 39,703,100 397,031 ― 

単元未満株式 普通株式 34,137 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 41,841,537 ― ― 

総株主の議決権 ― 397,031 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社バイタルネット 
仙台市青葉区 
大手町１番１号 

2,104,300 ― 2,104,300 5.03

計 ― 2,104,300 ― 2,104,300 5.03 

月別 
平成19年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 845 810 810 730 754 754 

低(円) 755 730 700 700 660 702 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、

並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９

月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表に

ついて、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 ※２   22,922     20,843     26,478 

２ 受取手形及び売掛金 ※４   63,241     65,910     62,577 

３ たな卸資産     11,426     13,096     11,386 

４ 未収入金     4,635     5,963     4,792 

５ その他 ※４   1,572     1,451     1,426 

貸倒引当金     △72     △125     △125 

  流動資産合計     103,725 77.8   107,141 76.5   106,535 78.5

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1) 建物及び構築物 ※２ 8,001     8,510   8,184    

(2) 土地 ※２ 10,294     11,261   10,208    

(3) その他   739 19,036   507 20,279   369 18,762  

２ 無形固定資産     932   1,109     824  

３ 投資その他の資産 ※２ 10,468     －   －    

(1) 投資有価証券 ※２ －     7,172   5,740    

(2) その他   －     5,241   4,634    

 貸倒引当金   △776 9,692   △965 11,447   △775 9,599  

  固定資産合計     29,661 22.2   32,836 23.5   29,185 21.5

 資産合計     133,386 100.0   139,978 100.0   135,721 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛金 ※2,4   90,595     96,579     92,821 

２ 短期借入金 ※２   973     1,365     973 

３ 引当金     768     753     653 

４ その他     3,203     2,152     3,486 

  流動負債合計     95,540 71.6   100,851 72.0   97,934 72.2

Ⅱ 固定負債                    

１ 退職給付引当金     840     1,392     795 

２ その他の引当金     223     345     227 

３ その他 ※２   28     495     121 

  固定負債合計     1,092 0.8   2,233 1.6   1,144 0.8

 負債合計     96,632 72.4   103,084 73.6   99,079 73.0

                     

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     3,992 3.0   3,992 2.9   3,992 2.9

２ 資本剰余金     3,128 2.3   3,128 2.2   3,128 2.3

３ 利益剰余金     29,456 22.1   30,112 21.5   29,670 21.9

４ 自己株式     △1,176 △0.9   △1,585 △1.1   △1,585 △1.2

株主資本合計     35,401 26.5   35,647 25.5   35,205 25.9

Ⅱ 評価・換算差額等                

 その他有価証券 
  評価差額金     1,159 0.9   1,047 0.8   1,231 0.9

評価・換算差額等 
合計 

    1,159 0.9   1,047 0.8   1,231 0.9

Ⅲ 少数株主持分     193 0.2   198 0.1   205 0.2

純資産合計     36,754 27.6   36,893 26.4   36,641 27.0

負債純資産合計     133,386 100.0   139,978 100.0   135,721 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     130,797 100.0 139,337 100.0   262,396 100.0

Ⅱ 売上原価     118,751 90.8 127,081 91.2   238,730 91.0

  売上総利益     12,046 9.2 12,255 8.8   23,666 9.0

返品調整引当金 
戻入額   86     105 86   

返品調整引当金 
繰入額   97 11 0.0 95 △10 △0.0 99 13 0.0

差引売上総利益     12,034 9.2 12,265 8.8   23,653 9.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   10,851 8.3 11,266 8.1   21,651 8.3

営業利益     1,183 0.9 999 0.7   2,002 0.8

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   26     48   73   

２ 受取配当金   47     87   86   

３ 不動産賃貸収入   35     42   68   

４ 資料提供収入   336     369   678   

５ その他   52 498 0.4 49 596 0.4 105 1,012 0.4

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   4     22   9   

２ 持分法による投資損
失   38     －   35   

３ その他   2 45 0.0 4 26 0.0 6 52 0.0

経常利益     1,636 1.3 1,569 1.1   2,962 1.1

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ 11     30   116   

２ 投資有価証券売却益   1     0   2   

３ その他   1 14 0.0 － 30 0.0 1 121 0.0

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産売却損 ※３ 1     0     53   

２ 固定資産除却損 ※４ 3     40     8   

３ 減損損失 ※５ 259     144     347   

４ 旧事務所解体費用   23     12 24   

５ その他   11 298 0.2 19 217 0.1 116 550 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益     1,352 1.0 1,383 1.0   2,532 1.0

法人税、住民税 
及び事業税   1,371     538 1,718   

法人税等調整額   △649 721 0.5 155 694 0.5 △283 1,435 0.5

少数株主利益     14 0.0   8 0.0   25 0.0

中間(当期)純利益     616 0.5   680 0.5   1,071 0.4

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,992 3,128 29,082 △1,094 35,108 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △242   △242 

 中間純利益     616   616 

 自己株式の取得       △81 △81 

株主資本以外の項目の中間連 
結会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 373 △81 292 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,992 3,128 29,456 △1,176 35,401 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,091 1,091 179 36,378 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当（注）       △242 

 中間純利益       616 

 自己株式の取得       △81 

株主資本以外の項目の中間連 
結会計期間中の変動額(純額) 68 68 14 82 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 68 68 14 375 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,159 1,159 193 36,754 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,992 3,128 29,670 △1,585 35,205 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △238   △238 

 中間純利益     680   680 

 自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連 
結会計期間中の変動額(純額)          

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 442 △0 442 

平成19年９月30日残高(百万円) 3,992 3,128 30,112 △1,585 35,647 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,231 1,231 205 36,641 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △238 

 中間純利益       680 

 自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間連 
結会計期間中の変動額(純額) △184 △184 △6 △190 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △184 △184 △6 251 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,047 1,047 198 36,893 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,992 3,128 29,082 △1,094 35,108 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △242   △242 

 剰余金の配当     △241   △241 

 当期純利益     1,071   1,071 

 自己株式の取得       △491 △491 

 自己株式の処分   △0   1 1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― △0 587 △490 96 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,992 3,128 29,670 △1,585 35,205 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,091 1,091 179 36,378 

連結会計年度中の変動額         

 剰余金の配当（注）       △242 

 剰余金の配当       △241 

 当期純利益       1,071 

 自己株式の取得       △491 

 自己株式の処分       1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額) 140 140 25 165 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 140 140 25 262 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,231 1,231 205 36,641 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間(当期)純利益   1,352 1,383 2,532

減価償却費   433 479 909

減損損失   259 144 347

受取利息及び受取配当金   △73 △135 △159

資料提供収入   △336 △369 △678

支払利息   4 22 9

有形固定資産除売却損益   △6 10 △55

投資有価証券売却損益等   △1 13 △2

売上債権の増減額(増加：△)   △878 △806 △272

たな卸資産の増減額(増加：△)   △271 △413 △238

未収入金の増減額(増加：△)   756 △880 584

仕入債務の増減額(減少:△)   4,154 △848 6,380

その他   262 △995 852

小計   5,654 △2,396 10,209 

利息及び配当金の受取額   71 141 146

資料提供収入の受取額   327 354 684

利息の支払額   △4 △19 △9

法人税等の支払額   △659 △1,407 △1,017

 その他の支払額   △2 4 △6

営業活動によるキャッシュ・フロー   5,387 △3,323 10,007

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の純増減額(増加：△)   △3,848 2,312 △2,948

有価証券の取得による支出   △300 ― △300

有価証券の償還による収入   ― 300 ―

有形固定資産の取得による支出   △349 △92 △816

有形固定資産の売却による収入   129 127 258

投資有価証券の取得による支出   △529 △1,106 △540

投資有価証券の売却による収入   1 0 2

連結の範囲の変更を伴う子会社株

式の取得による受入 
  ― 163 ―

連結子会社株式の追加取得による

支出 
  ― △7 ―

その他   9 91 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,886 1,787 △4,347

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純増減額(減少：△)   △141 △1,700 △141

長期借入金の返済による支出   △54 △8 △54

自己株式の取得による支出   △81 △0 △491

配当金の支払額   △242 △238 △484

財務活動によるキャッシュ・フロー   △520 △1,947 △1,172

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：

△) 
  △19 △3,483 4,487

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   12,031 16,518 12,031

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)

残高 
  12,012 13,034 16,518

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 16社 

主要な連結子会社名 

 ㈱バイタルヘルスケ

ア、サンエス東京㈱、㈱

ヘルスマート、㈱バイタ

ルエージェンシー、㈱バ

イタルグリーン、㈱アグ

ロジャパン 

なお、平成18年４月１

日付で鈴彦総業㈱と㈱尚

和が合併し、商号を㈱バ

イタルエージェンシーに

変更しております。 

(1) 連結子会社の数 16社 

主要な連結子会社名 

 ㈱バイタルヘルスケ

ア、サンエス東京㈱、㈱

バイタルグリーン、㈱ア

グロジャパン、㈱井上誠

昌堂 

なお、平成19年５月18

日に㈱井上誠昌堂（持分

法適用関連会社）の株式

を追加取得し、当中間連

結会計期間から連結子会

社に含めております。 

(1) 連結子会社の数 

   すべての子会社15社 

主要な連結子会社名 

 ㈱バイタルヘルスケ

ア、サンエス東京㈱、㈱

バイタルグリーン、㈱ア

グロジャパン 

なお、平成18年４月に

鈴彦総業㈱（連結子会

社）と㈱尚和（連結子会

社）が合併し、商号を㈱

バイタルエージェンシー

（連結子会社）としてお

ります。また、平成18年

12月に㈱ヘルスマート

（連結子会社）と㈱フタ

ミ薬局（連結子会社）が

合併し、存続会社を㈱ヘ

ルスマート（連結子会

社）としております。 

  ───── (2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  非連結子会社 

  ㈱ミツワオート 

  ㈱ジャパンミックス 

（連結の範囲から除いた理

由） 

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合計

の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、い

ずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

───── 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の 

  関連会社数 ５社 

主要な会社名 

㈱井上誠昌堂 

(1) 持分法適用の 

  関連会社数 ４社 

主要な会社名 

㈱宮城登米広域介護 

サービス 

(1) 持分法適用の 

  関連会社数  

すべての関連会社５社 

 主要な会社名 

 ㈱井上誠昌堂 

  ───── (2) 持分法を適用していな

い関連会社１社（㈱ＨＭ

Ｃ）は、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法

の対象から除いても中間

連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であるため、持

分法の適用範囲から除外

しております。 

───── 



  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等に

関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

同左  連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しており

ます。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

  

  

  

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

 主として移動平均

法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

同左 

  ② 有価証券 ② 有価証券 ② 有価証券 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

同左 

  

  ───── ③ デリバティブ 

時価法 

───── 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法 

ただし、平成10年

４月１日以降に取得

した建物(建物附属

設備は除く)につい

ては、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年

数は次のとおりであ

ります。 

 建物及び構築物 

15年～31年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ───── （会計方針の変更） 

 当社及び連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。これによる

当中間連結会計期間の損益

に与える影響は軽微であり

ます。 

───── 



  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ───── （追加情報） 

 当社及び連結子会社は、

法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上し

ております。 

 この結果、従来の方法に

比べ、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利

益がそれぞれ12百万円減少

しております。 

───── 

  ② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用の

ソフトウェアについ

ては、社内における

利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採

用しております。 

また、市場販売目

的のソフトウェアに

ついては、販売開始

後３年以内の見込販

売数量に基づく償却

額と残存有効期間に

基づく均等配分額と

を比較し、いずれか

大きい額を計上して

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金

等の貸倒損失に備え

るため、一般債権に

ついては貸倒実績率

により、貸倒懸念債

権等特定の債権につ

いては個別に回収可

能性を検討し、回収

不能見込額を計上し

ております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同左 



  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ② 返品調整引当金 

 販売した商品の

返 品 に 備 え る た

め、将来の返品に

伴う損失見込額を

計 上 し て お り ま

す。 

② 返品調整引当金 

同左 

② 返品調整引当金 

同左 

  ③ 賞与引当金 

 従業員の賞与支

給に充てるため、

支給見込額基準に

より計上しており

ます。 

③ 賞与引当金 

 従業員の賞与支

給に充てるため、

支給見込額のうち

当中間連結会計期

間に負担すべき額

を計上しておりま

す。 

③ 賞与引当金 

 従業員の賞与支給

に充てるため、支給

見込額のうち当連結

会計年度に負担すべ

き額を計上しており

ます。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給

付に備えるため、

当連結会計年度末

における退職給付

債務及び年金資産

の 見 込 額 に 基 づ

き、当中間連結会

計期間末において

発生していると認

められる額を計上

しております。 

 過 去 勤 務 債 務

は、その発生時の

従業員の平均残存

勤務期間以内の一

定の年数(10年)に

よる定額法により

費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差

異は、各連結会計

年度の発生時にお

ける従業員の平均

残存勤務期間以内

の一定 の年数 (10

年)による定額法に

より按分した額を

それぞれ発生の翌

連結会計年度から

費用処理しており

ます。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産の見込額に

基づき計上しており

ます。 

 過去勤務債務は、

その発生時の従業員

の平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(10年)による定額法

により費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(10年)による定額

法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度

から費用処理してお

ります。 



  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金

の支払に備えるた

め、内規に基づく中

間期末要支給額を計

上しております。 

なお、当社は内規

の改定により平成17

年６月に役員退職慰

労金制度を廃止して

おり、内規上の経過

措置から生じる役員

退職慰労金の要支給

額のみを計上してお

ります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金

の支払に備えるた

め、内規に基づく期

末要支給額を計上し

ております。 

なお、当社は内規

の改定により平成17

年６月に役員退職慰

労金制度を廃止して

おり、内規上の経過

措置から生じる役員

退職慰労金の要支給

額のみを計上してお

ります。 

  (4) 重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

(4) 重要なリース取引の

処理方法 

同左 

  

  

  

  

  

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

  

  

  

  

  (5) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税抜方式によって

おります。 

② 納付税額及び法人税

等調整額 

中間連結会計期

間に係る納付税額

及び法人税等調整

額は、当連結会計

年度において予定

している固定資産

圧縮積立金取崩し

を前提として、当

中間会計期間に係

る金額を計算して

おります。 

(5) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処

理 

同左 

  

② 納付税額及び法人税

等調整額 

同左 

  

(5) その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

───── 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金

及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流

動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的

な投資からなっておりま

す。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 
当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 
これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、36,560百万円でありま

す。 
なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 
当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 
これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、36,436百万円でありま

す。 
なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

───── ───── （企業結合に係る会計基準） 
当連結会計年度より、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号 平成17年12月27日）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号 平成17

年12月27日）を適用しております。 
この適用に伴う損益への影響はあ

りません。 
───── ───── （役員賞与に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用し、発生した

期間の費用として処理することとし

ております。 
この結果、従来の方法と比較し

て、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益はそれぞれ11百万

円減少しております。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

───── （中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間において、「投資その他の資

産」に一括して表示しておりました「投資有価証券」

は、資産総額の100分の５を超えたため、当中間連結

会計期間より区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間の「投資その他の資産」

に含まれる「投資有価証券」は5,802百万円でありま

す。 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました特

別損失の「早期特別退職金」（当中間連結会計期間２

百万円）は、その金額が特別損失の総額の100分の10

以下のため、特別損失の「その他」に含めて表示して

おります。 

───── 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

（株式取得による子会社化） 
当社は、平成18年９月22日開催の

取締役会において、㈱井上誠昌堂

（持分法適用関連会社）の株式を追

加取得して子会社化することを決議

し、同日、合意書を締結しました。 

１ 目的 

   両社の経営の効率化 

２ ㈱井上誠昌堂の概要 

  (1) 事業内容 医療用医薬品卸

売業 

  (2) 最近事業年度における売上

高 23,263百万円 

   (3) 株式取得の時期 平成19年

９月30日までに取得予定 

  (4) その他 株式取得の具体的

な方法等については、今

後、両社協議により決定す

る予定 

───── ───── 



    
注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、14,583百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、16,544百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、14,687百万円でありま

す。 

※２ 担保資産及び対応債務 

(担保に供している資産) 

現金及び預金 370百万円

(定期預金)    

建物及び構築物 829百万円

(建物)    

土地 87百万円

投資その他の 
資産 

1,484百万円

(投資有価証券)    

計 2,772百万円

※２ 担保資産及び対応債務 

(担保に供している資産) 

現金及び預金 370百万円

(定期預金)    

建物及び構築物 1,105百万円

(建物)    

土地 881百万円

投資有価証券 1,594百万円

計 3,952百万円

※２ 担保資産及び対応債務 

(担保に供している資産) 

現金及び預金 370百万円

(定期預金)    

建物及び構築物 814百万円

(建物)    

土地 87百万円

投資有価証券 1,532百万円

計 2,804百万円

(対応債務) 

支払手形及び 
買掛金 

23,047百万円

短期借入金 300百万円

計 23,347百万円

(対応債務) 

支払手形及び
買掛金 

27,228百万円

短期借入金 592百万円

固定負債その他 46百万円

(長期借入金)    

計 27,866百万円

(対応債務) 

支払手形及び 
買掛金 

23,785百万円

短期借入金 300百万円

計 24,085百万円

 ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融

機関等からの借入等に対し、

債務保証を行っております。 

㈲エム・ケイ・メ
ディカル 

27百万円

(金融機関借入金)    

㈱宮城登米広域介
護サービス 

8百万円

(金融機関借入金)    

計 36百万円

 ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社と従業

員の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っておりま

す。 

従業員 11百万円

(金融機関借入金)    

㈱宮城登米広域介
護サービス 

4百万円

(金融機関借入金)    

計 15百万円

 ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融

機関からの借入に対し、債務

保証を行っております。 

㈱宮城登米広域介
護サービス 

6百万円

(金融機関借入金)    

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理 

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高から除かれております。 

受取手形 289百万円

流動資産その他 
(その他受取手形) 

0百万円

支払手形 206百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理 

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高から除かれております。 

受取手形 229百万円

支払手形 384百万円

※４ 期末日満期手形の会計処理 

   当連結会計年度末日の満期手

形会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして処

理しております。 

   なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、当連結

会計年度末日の残高から除かれ

ております。 

受取手形 231百万円

支払手形 127百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。 

荷造費・ 

運賃配送費 
1,971百万円

貸倒引当金 

繰入額 
173百万円

給料・賞与・ 

手当 
4,376百万円

賞与引当金 

繰入額 
613百万円

役員退職慰労 

引当金繰入額 
4百万円

退職給付費用 474百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。 

荷造費・ 

運賃配送費 
2,052百万円

貸倒引当金 

繰入額 
54百万円

給料・賞与・ 

手当 
4,554百万円

賞与引当金 

繰入額 
600百万円

役員退職慰労 

引当金繰入額 
5百万円

退職給付費用 462百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。 

荷造費・ 

運賃配送費 
3,906百万円

貸倒引当金 

繰入額 
252百万円

給料・賞与・ 

手当 
9,503百万円

賞与引当金 

繰入額 
488百万円

役員退職慰労 

引当金繰入額 
8百万円

退職給付費用 952百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

土地 11百万円

その他 0百万円

計 11百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 7百万円

土地 23百万円

その他 0百万円

計 30百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

土地 116百万円

その他 0百万円

計 116百万円

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

土地 1百万円

その他 0百万円

計 1百万円

───── ※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 51百万円

その他 1百万円

計 53百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 1百万円

その他 2百万円

計 3百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 38百万円

その他 2百万円

計 40百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 3百万円

その他 4百万円

計 8百万円

※５ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。 

場所 用途 種類 
東長岡支店
(新潟県長岡
市)等事業所
６箇所 

事業用資
産 

土 地、建
物及びそ
の他 

大崎市北町
土地(宮城県
大崎市)等２
箇所 

賃貸用資
産 

土地及び
建物 

秋田県秋田
市土地等８
箇所 

遊休資産 土地 

― ― のれん 

※５ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。 

場所 用途 種類
㈱井上誠昌
堂小松支店
(石川県小松
市)等事業所
６箇所 

事業用資
産 

土 地、建
物及びそ
の他 

仙台市宮城
野区土地(宮
城県仙台市)
等５箇所 

賃貸用資
産 

土 地、建
物及びそ
の他 

新潟県上越
市土地等３
箇所 

遊休資産 土地

※５ 減損損失 

当連結会計年度において、

当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上してお

ります。 

場所 用途 種類 
東長岡支店
(新潟県長岡
市)等事業所
７箇所 

事業用資
産 

土 地、建
物及びそ
の他 

大崎市西館
土地(宮城県
大崎市)等４
箇所 

賃貸用資
産 

土地及び
建物 

秋田市寺内
土地等８箇
所 

遊休資産 土地 

― ― のれん 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小の

単位として、事業用資産につ

いては支店単位、また、賃貸

用資産及び遊休資産について

は各物件を個別の資産グルー

プとしております。 

これらの資産グループのう

ち、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである事

業用資産及び賃貸用資産、近

年の地価下落等により土地価

格が著しく下落している遊休

資産について、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、また、のれんについて

は、実質価額が著しく低下し

たため、回収可能価額を零と

して評価し、これらの減少額

を減損損失（259百万円）と

して特別損失に計上しまし

た。その内訳は、建物27百万

円、土地128百万円、その他

５百万円及びのれん97百万円

であります。 

なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、正味売却

価額は、主として不動産鑑定

士による不動産鑑定評価額、

重要性の乏しい物件について

は路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理

的調整を行って算出した金額

を使用しております。 

当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小の

単位として、事業用資産につ

いては支店単位、また、賃貸

用資産及び遊休資産について

は各物件を個別の資産グルー

プとしております。 

これらの資産グループのう

ち、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである事

業用資産及び賃貸用資産、近

年の地価下落等により土地価

格が著しく下落している遊休

資産について、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

（144百万円）として特別損

失に計上しました。その内訳

は、建物13百万円、土地128

百万円及びその他１百万円で

あります。 

なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、正味売却

価額は、主として不動産鑑定

士による不動産鑑定評価額、

重要性の乏しい物件について

は路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理

的調整を行って算出した金額

を使用しております。 

当社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位とし

て、事業用資産については支

店単位、また、賃貸用資産及

び遊休資産については各物件

を個別の資産グループとして

おります。 

これらの資産グループのう

ち、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである事

業用資産及び賃貸用資産、近

年の地価下落等により土地価

格が著しく下落している遊休

資産について、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、また、のれんについて

は、実質価額が著しく低下し

たため、回収可能価額を零と

して評価し、これらの減少額

を減損損失（347百万円）と

して特別損失に計上しまし

た。その内訳は、建物53百万

円、土地190百万円、その他

６百万円及びのれん97百万円

であります。 

なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、正味売却

価額は、主として不動産鑑定

士による不動産鑑定評価額、

重要性の乏しい物件について

は路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理

的調整を行って算出した金額

を使用しております。 



    
  

  
(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  
Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加119千株は、当社取締役会決議による取得118千株及び単元未満株式の買取りによる増加０

千株であります。 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 41,841 ― ― 41,841 

合計 41,841 ― ― 41,841 

自己株式         

普通株式 1,448 119 ― 1,567 

合計 1,448 119 ― 1,567 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 242 6.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

（決議） 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月14日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 241 6.00 平成18年９月30日 平成18年12月12日 



  
  

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

  前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 41,841 ― ― 41,841 

合計 41,841 ― ― 41,841 

自己株式         

普通株式 2,103 0 ― 2,104 

合計 2,103 0 ― 2,104 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 238 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月14日 
取締役会 

普通株式 238 利益剰余金 6.00 平成19年９月30日 平成19年12月12日 



  

Ⅲ 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加656千株は、取締役会決議による取得655千株及び単元未満株式の買取りによる増加１

千株であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、持分法適用関連会社が売却したことによる減少であります。 
  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

  前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度
増加株式数（千株） 

当連結会計年度
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 41,841 ― ― 41,841 

合計 41,841 ― ― 41,841 

自己株式         

普通株式 1,448 656 1 2,103 

合計 1,448 656 1 2,103 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 242 6.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月14日 
取締役会 

普通株式 241 6.00 平成18年９月30日 平成18年12月12日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 238 利益剰余金 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 22,922百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△10,910百万円

現金及び 
現金同等物 

12,012百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成19年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 20,843百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△7,808百万円

現金及び 
現金同等物 

13,034百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成19年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 26,478百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△9,960百万円

現金及び
現金同等物 

16,518百万円



  
(リース取引関係) 

＜借主側＞ 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 128 55 72

その他 2,637 1,296 1,340 

計 2,765 1,351 1,413 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 115 59 55

その他 2,608 1,629 978

計 2,724 1,689 1,034

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

建物及び
構築物 115 51 64

その他 2,586 1,410 1,175

計 2,701 1,461 1,239

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 525百万円

１年超 905百万円

計 1,430百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 485百万円

１年超 564百万円

計 1,049百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 522百万円

１年超 722百万円

計 1,244百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 269百万円

減価償却費相当額 259百万円

支払利息相当額 11百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 282百万円

減価償却費相当額 272百万円

支払利息相当額 9百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 551百万円

減価償却費相当額 530百万円

支払利息相当額 21百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 23百万円

１年超 50百万円

計 74百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 23百万円

１年超 35百万円

計 58百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 28百万円

１年超 54百万円

計 83百万円



(有価証券関係) 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間末〔平成18年９月30日〕 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

(注) その他有価証券で時価のある株式について減損処理に該当する銘柄はありません。 

なお、減損処理にあたっては、その他有価証券のうち時価のある株式について、個別銘柄毎に中間連結会計期間末の市場価

格と取得原価とを比較し、下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、過去２年間にわたり下落率が30％以上

50％未満の範囲で推移した銘柄、または、下落率が30％以上50％未満で株式の発行会社が債務超過の状態である銘柄につい

ては、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末〔平成19年９月30日〕 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

(注) その他有価証券で時価のある株式について７百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、その他有価証券のうち時価のある株式について、個別銘柄毎に中間連結会計期間末の市場価

格と取得原価とを比較し、下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、過去２年間にわたり下落率が30％以上

50％未満の範囲で推移した銘柄、または、下落率が30％以上50％未満で株式の発行会社が債務超過の状態である銘柄につい

ては、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,636 4,549 1,912 

(2) 債券 698 697 △1 

① 国債・地方債等 299 300 1 

② 社債 399 396 △2 

③ その他 ― ― ― 

(3) その他 310 342 32 

合計 3,645 5,588 1,943 

非上場株式 413百万円

非上場債券 1百万円

その他 8百万円

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 3,035 5,121 2,085

(2) 債券 499 496 △3

① 国債・地方債等 299 300 0

② 社債 199 195 △3

③ その他 ― ― ― 

(3) その他 1,273 1,266 △6

合計 4,808 6,883 2,075

非上場株式 368百万円

非上場債券 1百万円

その他 7百万円



Ⅲ 前連結会計年度末〔平成19年３月31日〕 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

(注) その他有価証券で時価のある株式について減損処理に該当する銘柄はありません。 

なお、減損処理にあたっては、その他有価証券のうち時価のある株式について、個別銘柄毎に当連結会計年度末の市場価格

と取得原価とを比較し、下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、過去２年間にわたり下落率が30％以上

50％未満の範囲で推移した銘柄、または、下落率が30％以上50％未満で株式の発行会社が債務超過の状態である銘柄につい

ては、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間末〔平成18年９月30日〕 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末〔平成19年９月30日〕 

(注) １ 「契約額等」に記載している金額は、金利キャップ取引契約における想定元本額であり、当該金額自体がデリバティブ取

引のリスクの大きさを示すものではありません。 

２ 契約額等の( )内の金額は金利キャップ料であります。 

３ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

  

Ⅲ 前連結会計年度末〔平成19年３月31日〕 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前へ     

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,647 4,662 2,014

(2) 債券 699 695 △3

① 国債・地方債等 299 300 0

② 社債 399 395 △3

③ その他 ― ― ― 

(3) その他 309 359 50

合計 3,656 5,717 2,061

非上場株式 320百万円

非上場債券 1百万円

その他 7百万円

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

金 利 
  

キャップ取引
  

200
(11) 1 

 
△10 



(セグメント情報) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平

成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める医薬品関連事業の割合が、いずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平

成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平

成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、前連結会計年

度のいずれにおいても潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 907円80銭 １株当たり純資産額 923円44銭 １株当たり純資産額 916円93銭

１株当たり中間純利益 
金額 

15円26銭
１株当たり中間純利益
金額 

17円13銭
１株当たり当期純利益 
金額 

26円66銭

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円) 

616 680 1,071

普通株主に 
帰属しない金額 
(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 
(百万円) 

616 680 1,071

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

40,380 39,737 40,190

  
前中間連結会計期間末

平成18年９月30日 
当中間連結会計期間末

平成19年９月30日 
前連結会計年度末 
平成19年３月31日 

純資産の部の合計額 
(百万円) 

36,754 36,893 36,641

純資産の部の合計額か
ら控除する金額(百万
円) 

193 198 205

（うち少数株主持分） (193) (198) (205)

普通株式に係る中間期
末の純資産額(百万円) 

36,560 36,694 36,436

１株当たり純資産額の
算定に用いられた中間
期末(期末)の普通株式
の数(千株) 

40,273 39,737 39,737



(重要な後発事象) 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

───── ───── （株式取得による子会社化） 

 当社は、平成18年９月22日開催

の取締役会において、㈱井上誠昌

堂（持分法適用関連会社）の株式

を追加取得して子会社化すること

を決議し、同日、合意書を締結し

ておりましたが、平成19年４月20

日開催の取締役会においては、株

式取得の具体的方法等を決議し、

同日、当社は㈱井上誠昌堂と株式

取得の具体的方法等に係る合意書

を締結いたしました。 

 なお、平成19年５月18日に、当

社は㈱井上誠昌堂に係る株式売買

契約書を井上殖産㈱と締結し、平

成19年５月25日に株式の交付を受

けました。 

 １ 目的 

    両社の経営の効率化 

 ２ 株式取得の相手会社の名称 

    井上殖産㈱ 

 ３ 株式取得の時期 

    株式売買契約書締結日 

     平成19年５月18日 

 ４ ㈱井上誠昌堂の概要 

  ①主な事業の内容 

    医療用医薬品卸売業 

  ②従業員数 209名 

   （平成19年３月31日現在） 

  ③資本金 45百万円 

  ④最近事業年度における貸借 

   対照表、損益計算書の要旨 

    貸借対照表の要旨 

   （平成19年３月31日現在） 

    損益計算書の要旨 

   （自 平成18年４月１日 

       至 平成19年３月31日） 

 ５ 取得した株式の数、取得価 

   額及び取得後の株式の数等 

  ①取得株式数 15,900株 

  ②取得価額 19百万円 

  ③取得後の所有株式数 

        46,000株 

  ④持分比率 51.1％ 

総資産 9,341 百万

円

純資産 △629  

売 上

高 

22,638 百万

円



(2) 【その他】 

 （訴訟等） 

宮城県内における医療用医薬品販売に関し、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違反する行為があったと

して、平成13年12月３日、当社は、他の医薬品卸売業者とともに、公正取引委員会から排除勧告を受け、平成15年２月10日に

課徴金納付命令を受けました。しかし、当社は、法令の適用や納付命令金額等について事実関係との間に差異があると判断

し、課徴金納付命令を不服として、公正取引委員会に対して審判手続の開始を請求し、平成15年４月16日に審判手続開始の決

定を受け審理中でありましたが、平成19年12月４日付で196百万円の課徴金の支払いを命じる審決が出されました。  

なお、当該課徴金納付命令金額については、平成15年３月期に特別損失に計上しております。 

この事案に関連し、上記課徴金納付命令を受けた10社に対しまして、宮城県、仙台市、古川市（現大崎市）から、総額215

百万円の損害賠償訴訟の提起を受け、現在も係争中であります。なお、宮城県からの損害賠償請求金額のうち、販売構成比か

ら当社の負担分と試算される額11百万円（遅延損害金含む）については、平成17年３月期の特別損失として計上しておりま

す。仙台市からの損害賠償請求金額のうち、当社に対する請求額39百万円（遅延損害金含む）については、平成18年３月期の

特別損失に計上しております。同様に、古川市（現大崎市）からの損害賠償請求金額のうち、当社に対する請求額26百万円

（遅延損害金含む）については、平成18年３月期の特別損失に計上しております。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 ※２ 20,109     17,435 23,404   

２ 受取手形 ※５ 844     773 812   

３ 売掛金   57,578     62,509 57,362   

４ たな卸資産   10,030     10,500 9,893   

５ 未収入金   4,164     4,966 4,408   

６ その他   1,478     1,135 1,327   

貸倒引当金   △121     △144 △170   

 流動資産合計     94,085 75.4 97,175 76.0   97,039 76.4

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1) 建物 ※２ 7,365     7,305 7,548   

(2) 土地 ※２ 9,961     9,732 9,874   

(3) その他   1,061     773 694   

      計   18,387     17,812 18,117   

２ 無形固定資産   907     721 805   

３ 投資その他の資産 ※２ 12,315     13,143 11,911   

 貸倒引当金   △833     △1,002 △904   

      計   11,482     12,141 11,006   

 固定資産合計     30,776 24.6 30,675 24.0   29,928 23.6

  資産合計     124,862 100.0 127,851 100.0   126,968 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形 ※５ 431     52     47    

２ 買掛金 ※２ 82,835     87,462     85,556    

３ 短期借入金 ※２ 900     900     900    

４ 未払法人税等   1,397     524     1,360    

５ 引当金   599     510     479    

６ その他 ※４ 1,483     1,122     1,764    

流動負債合計     87,646 70.2   90,571 70.8   90,108 71.0

Ⅱ 固定負債                    

１ 退職給付引当金   595     624     552    

２ 役員退職慰労引当金   194     194     194    

３ その他   14     137     145    

固定負債合計     804 0.6   956 0.8   893 0.7

 負債合計     88,450 70.8   91,528 71.6   91,001 71.7

           

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     3,992 3.2   3,992 3.1   3,992 3.1

２ 資本剰余金                    

資本準備金   3,131     3,131     3,131    

資本剰余金合計     3,131 2.5   3,131 2.5   3,131 2.5

３ 利益剰余金                    

(1) 利益準備金   477     477     477    

(2) その他利益剰余金                    

固定資産圧縮積立
金   438   432 432   

別途積立金   27,420     27,760     27,420    

繰越利益剰余金   980     1,034     878    

利益剰余金合計     29,316 23.5   29,703 23.2   29,208 23.0

４ 自己株式     △1,174 △0.9   △1,585 △1.2   △1,585 △1.3

株主資本合計     35,265 28.3   35,242 27.6   34,746 27.3

Ⅱ 評価・換算差額等                    

  その他有価証券 
  評価差額金    1,146 0.9 1,080 0.8   1,220 1.0

評価・換算差額等 
合計    1,146 0.9 1,080 0.8   1,220 1.0

純資産合計     36,411 29.2   36,322 28.4   35,967 28.3

負債純資産合計     124,862 100.0   127,851 100.0   126,968 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     120,192 100.0 124,961 100.0   241,892 100.0

Ⅱ 売上原価     109,840 91.4 115,212 92.2   221,585 91.6

売上総利益     10,351 8.6 9,748 7.8   20,306 8.4

返品調整引当金 
戻入額   70   83 70   

返品調整引当金 
繰入額   81 11 0.0 73 △10 △0.0 83 13 0.0

差引売上総利益     10,340 8.6 9,758 7.8   20,293 8.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費     9,171 7.6   8,740 7.0   18,362 7.6

営業利益     1,168 1.0   1,017 0.8   1,931 0.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   492 0.4   550 0.4   1,000 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   4 0.0   7 0.0   12 0.0

経常利益     1,655 1.4   1,560 1.2   2,919 1.2

Ⅵ 特別利益 ※３   12 0.0   1 0.0   120 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4,6   295 0.2   191 0.2   804 0.3

税引前中間(当期) 
純利益    1,372 1.1 1,371 1.1   2,234 0.9

           
法人税、住民税 
及び事業税   1,319   494 1,602   

法人税等調整額   △680 638 0.5 143 637 0.5 △234 1,367 0.6

中間(当期)純利益     734 0.6 733 0.6   867 0.4

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 
  

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益
剰余金 
合計 

固定資
産圧縮 
積立金 

別途
積立金 

繰越
利益 

剰余金 
平成18年３月31日残高 
(百万円) 3,992 3,131 3,131 477 444 27,120 782 28,824 △1,093 34,854 

中間会計期間中の変動額                     

 固定資産圧縮積立金の 
取崩（注）         △6   6 ―   ― 

 別途積立金の積立（注）           300 △300 ―   ― 

 剰余金の配当（注）             △242 △242   △242 

 中間純利益             734 734   734 

 自己株式の取得                 △81 △81 

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動 
額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額 
合計(百万円) ― ― ― ― △6 300 198 491 △81 410 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 3,992 3,131 3,131 477 438 27,420 980 29,316 △1,174 35,265 

  

評価・換算差額等 

純資産
合計 

その他 
有価証券 
評価 

差額金 

評価・換 
算差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 1,079 1,079 35,934

中間会計期間中の変動額      

 固定資産圧縮積立金の 
取崩（注）     ―

 別途積立金の積立（注）     ―

 剰余金の配当（注）     △242

 中間純利益     734

 自己株式の取得     △81

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動 
額（純額） 

66 66 66

中間会計期間中の変動額 
合計(百万円) 66 66 477

平成18年９月30日残高 
(百万円) 1,146 1,146 36,411



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益
剰余金 
合計 

固定資
産圧縮 
積立金 

別途
積立金 

繰越
利益 

剰余金 
平成19年３月31日残高 
(百万円) 3,992 3,131 3,131 477 432 27,420 878 29,208 △1,585 34,746 

中間会計期間中の変動額                     

 別途積立金の積立           340 △340 －   ― 

 剰余金の配当             △238 △238   △238 

 中間純利益             733 733   733 

 自己株式の取得                 △0 △0 

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動 
額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額 
合計(百万円) ― ― ― ― ― 340 155 495 △0 495 

平成19年９月30日残高 
(百万円) 3,992 3,131 3,131 477 432 27,760 1,034 29,703 △1,585 35,242 

  

評価・換算差額等 

純資産
合計 

その他 
有価証券 
評価 

差額金 

評価・換 
算差額等 
合計 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 1,220 1,220 35,967

中間会計期間中の変動額      

 別途積立金の積立     ―

 剰余金の配当     △238

 中間純利益     733

 自己株式の取得     △0

 株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動 
額（純額） 

△139 △139 △139

中間会計期間中の変動額 
合計(百万円) △139 △139 355

平成19年９月30日残高 
(百万円) 1,080 1,080 36,322



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益
剰余金 
合計 

固定資
産圧縮 
積立金 

別途
積立金 

繰越
利益 

剰余金 
平成18年３月31日残高 
(百万円) 3,992 3,131 3,131 477 444 27,120 782 28,824 △1,093 34,854 

事業年度中の変動額                     

 固定資産圧縮積立金の 
取崩（注）         △6   6 ―   ― 

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩 

        △5   5 ―   ― 

 別途積立金の積立（注）           300 △300 ―   ― 

 剰余金の配当（注）             △242 △242   △242 

 剰余金の配当             △241 △241   △241 

 当期純利益             867 867   867 

 自己株式の取得                 △491 △491 

 株主資本以外の項目 
 の事業年度中の変動 
 額（純額） 

                    

事業年度中の変動額 
合計(百万円) ― ― ― ― △12 300 96 383 △491 △108 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 3,992 3,131 3,131 477 432 27,420 878 29,208 △1,585 34,746 

  

評価・換算差額等 

純資産
合計 

その他 
有価証券 
評価 

差額金 

評価・換 
算差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 1,079 1,079 35,934

事業年度中の変動額      

 固定資産圧縮積立金の 
取崩（注）     ―

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩 

    ―

 別途積立金の積立（注）     ―

 剰余金の配当（注）     △242

 剰余金の配当     △241

 当期純利益     867

 自己株式の取得     △491

 株主資本以外の項目 
 の事業年度中の変動 
額（純額） 

140 140 140

事業年度中の変動額 
合計(百万円) 140 140 32

平成19年３月31日残高 
(百万円) 1,220 1,220 35,967



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

 商品 

 移動平均法による原価法 

(1) たな卸資産 

 商品 

同左 

(1) たな卸資産 

 商品 

同左 

  (2) 有価証券 

 子会社株式及び関連会社

株式 

  移動平均法による原価

法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

(2) 有価証券 

 子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

  

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

(2) 有価証券 

 子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

  

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物  15年～31年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  ───── （会計方針の変更）
 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。これによる当中

間会計期間の損益に与える

影響は軽微であります。 

───── 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ───── （追加情報） 

 平成19年度の法人税法改

正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含め

て計上しております。 

 これにより、営業利益、

経常利益及び税引前中間純

利益がそれぞれ11百万円減

少しております。 

───── 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。 

また、市場販売目的の

ソフトウェアについて

は、販売開始後３年以内

の見込販売数量に基づく

償却額と残存有効期間に

基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい額

を計上しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 返品調整引当金 

  販売した商品の返品に

備えるため、将来の返品

に伴う損失見込額を計上

しております。 

(2) 返品調整引当金 

同左 

(2) 返品調整引当金 

同左 

  (3) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に充

てるため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

(3) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に充

てるため、支給見込額の

うち当中間会計期間に負

担すべき額を計上してお

ります。 

(3) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に充

てるため、支給見込額の

うち当事業年度に負担す

べき額を計上しておりま

す。 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により費用処理しており

ます。 

  数理計算上の差異は、

各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理してお

ります。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により費用処理しており

ます。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法によりそれぞれ発生

の翌期から費用処理して

おります。 

  

  

  

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

なお、内規の改定によ

り平成17年６月に役員退

職慰労金制度を廃止して

おり、内規上の経過措置

から生じる役員退職慰労

金の要支給額のみを計上

しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

なお、内規の改定によ

り平成17年６月に役員退

職慰労金制度を廃止して

おり、内規上の経過措置

から生じる役員退職慰労

金の要支給額のみを計上

しております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっており

ます。 

(2) 納付税額及び法人税等

調整額 

  中間会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整

額は、当期において予定

している固定資産圧縮積

立金取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係

る金額を計算しておりま

す。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

(2) 納付税額及び法人税等

調整額 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

───── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 
当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 
これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、純資産の部の合計と同

額であります。 
なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 
当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 
これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、純資産の部の合計と同

額であります。 
なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

───── ───── （役員賞与に係る会計基準） 
当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用し、発生した期間

の費用として処理することとしてお

ります。 
この結果、従来の方法と比較し

て、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ11百万円減少

しております。 



追加情報 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

（株式取得による子会社化） 
当社は、平成18年９月22日開催の

取締役会において、㈱井上誠昌堂

（持分法適用関連会社）の株式を追

加取得して子会社化することを決議

し、同日、合意書を締結しました。 

１ 目的 

   両社の経営の効率化 

２ ㈱井上誠昌堂の概要 

  (1) 事業内容 医療用医薬品卸

売業 

  (2) 最近事業年度における売上

高 23,263百万円 

   (3) 株式取得の時期 平成19年

９月30日までに取得予定 

  (4) その他 株式取得の具体的

な方法等については、今

後、両社協議により決定す

る予定 

───── ───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係）  

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、14,325百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、14,594百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、14,412百万円でありま

す。 
※２ 担保資産及び対応債務 

(担保に供している資産) 
現金及び預金    370百万円
(定期預金)    
建物 829百万円
土地 87百万円
投資その他の 
資産 

1,484百万円

(投資有価証券)    
計 2,772百万円

※２ 担保資産及び対応債務
(担保に供している資産) 
現金及び預金    370百万円
(定期預金)
建物 791百万円
土地 87百万円
投資その他の
資産 

1,539百万円

(投資有価証券)
計 2,789百万円

※２ 担保資産及び対応債務 
(担保に供している資産) 
現金及び預金 370百万円
(定期預金)    
建物 814百万円
土地 87百万円
投資その他の 
資産 

1,531百万円

(投資有価証券)    
計 2,804百万円

(対応債務) 
買掛金 23,038百万円
短期借入金 300百万円
計 23,338百万円

(対応債務)
買掛金 27,221百万円
短期借入金 300百万円
計 27,521百万円

(対応債務)
買掛金 23,757百万円
短期借入金 300百万円
計 24,057百万円

 ３ 保証債務 

 仕入債務等に対し、債務保

証を行っております。 
㈱バイタルヘルス
ケア 

2,600百万円

(仕入債務及び未
経過リース料債
務) 

   

㈱アグロジャパン 1,134百万円
(仕入債務)    
㈱バイタルエクス
プレス 

152百万円

(未経過リース料 
債務) 

   

㈱バイタルグリー
ン 

132百万円

(仕入債務)    
㈱ケーエスアール 69百万円
(金融機関借入金)    
㈱バイタルエクス
プレス山形 

46百万円

(未経過リース料
債務) 

   

㈲エム・ケイ・ 
メディカル 

27百万円

(金融機関借入金)    
㈱バイタルエクス
プレス秋田 

22百万円

(未経過リース料 
債務) 

   

㈱バイタルエクス
プレス新潟 

18百万円

(未経過リース料 
債務) 

   

㈱バイタルケア 14百万円
(未経過リース料 
債務) 

   

㈱宮城登米広域介
護サービス 

8百万円

(金融機関借入金)    
計 4,228百万円

 ３ 保証債務 

 仕入債務等に対し、債務保

証を行っております。 
㈱バイタルヘルス
ケア 

3,014百万円

(仕入債務及び未
経過リース料債
務) 
㈱アグロジャパン 1,068百万円
(仕入債務)
㈱バイタルエクス
プレス 

93百万円

(未経過リース料
債務) 
㈱バイタルグリー
ン 

84百万円

(仕入債務)
㈱ケーエスアール 69百万円
(金融機関借入金)
㈱バイタルエクス
プレス山形 

26百万円

(未経過リース料
債務) 
㈱バイタルケア 17百万円
(未経過リース料
債務) 
㈱バイタルエクス
プレス新潟 

17百万円

(未経過リース料
債務) 
㈱バイタルエクス
プレス秋田 

10百万円

(未経過リース料
債務) 
㈱宮城登米広域介
護サービス 

4百万円

(金融機関借入金)
計 4,407百万円

 ３ 保証債務 

 仕入債務等に対し、債務保

証を行っております。 
㈱バイタルヘルス
ケア 

2,421百万円

(仕入債務)    
㈱アグロジャパン 1,033百万円
(仕入債務)    
㈱バイタルエクス
プレス 

119百万円

(未経過リース料 
債務) 

   

㈱バイタルグリー
ン 

114百万円

(仕入債務)    
㈱ケーエスアール 69百万円
(金融機関借入金)    
㈱バイタルエクス
プレス山形 

35百万円

(未経過リース料 
債務) 

   

㈱バイタルエクス
プレス秋田 

15百万円

(未経過リース料 
債務) 

   

㈱バイタルケア 14百万円
(未経過リース料 
債務) 

   

㈱バイタルヘルス
ケア 

11百万円

(未経過リース料 
債務) 

   

㈱バイタルエクス
プレス新潟 

11百万円

(未経過リース料 
債務) 

   

㈱宮城登米広域介
護サービス 

6百万円

(金融機関借入金)    
計 3,853百万円



  

  

次へ 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

───── 

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理 

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高から除

かれております。 

受取手形 202百万円

支払手形 12百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理 

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高から除

かれております。 

受取手形 114百万円

支払手形 17百万円

※５ 期末日満期手形の会計処理 

   期末日満期手形の会計処理に

ついては、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。 

   なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が、当事業年度

末日の残高から除かれておりま

す。 

受取手形 180百万円

支払手形 12百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 24百万円

賃貸収入 68百万円

資料提供収入 310百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 45百万円

受取配当金 79百万円

賃貸収入 68百万円

資料提供収入 324百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 71百万円

賃貸収入 137百万円

資料提供収入 625百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 2百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 4百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 7百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

土地売却益 10百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

土地売却益 1百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

土地売却益 114百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 161百万円
関係会社株式評
価損 

105百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 123百万円

固定資産除却損 39百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

関係会社株式評

価損 
364百万円

減損損失 249百万円

投資有価証券評

価損 
92百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 303百万円

無形固定資産 105百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 313百万円

無形固定資産 115百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 636百万円

無形固定資産 220百万円

※６ 減損損失 

当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上してお

ります。 

場所 用途 種類 
東長岡支店
(新潟県長岡
市)等事業所
６箇所 

事業用資
産 

土 地、建
物及びそ
の他 

大崎市北町
土地(宮城県
大崎市)等２
箇所 

賃貸用資
産 

土地及び
建物 

秋田県秋田
市土地等８
箇所 

遊休資産 土地 

※６ 減損損失 

当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上してお

ります。 

場所 用途 種類
佐渡支店(新
潟県佐渡市)

事業用資
産 

土地及び
建物 

仙台市宮城
野区土地(宮
城県仙台市)
等４箇所 

賃貸用資
産 

土 地、建
物及びそ
の他 

新潟県上越
市土地等３
箇所 

遊休資産 土地

※６ 減損損失 

当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上して

おります。 

場所 用途 種類 
東長岡支店
(新潟県長岡
市)等事業所
７箇所 

事業用資
産 

土 地、建
物及びそ
の他 

大崎市西館
土地(宮城県
大崎市)等４
箇所 

賃貸用資
産 

土地及び
建物 

秋田市寺内
土地等８箇
所 

遊休資産 土地 



  

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加119千株は、取締役会決議による取得118千株及び単元未満株式の買取りによる増加０千株

であります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位とし

て、事業用資産については支

店単位、また、賃貸用資産及

び遊休資産については各物件

を個別の資産グループとして

おります。 

これらの資産グループのう

ち、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである事

業用資産及び賃貸用資産、近

年の地価下落等により土地価

格が著しく下落している遊休

資産について、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

(161百万円)として特別損失

に計上しました。その内訳

は、建物27百万円、土地128

百万円及びその他５百万円で

あります。 

なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、正味売却

価額は、主として不動産鑑定

士による不動産鑑定評価額、

重要性の乏しい物件について

は路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理

的調整を行って算出した金額

を使用しております。 

当社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位とし

て、事業用資産については支

店単位、また、賃貸用資産及

び遊休資産については各物件

を個別の資産グループとして

おります。 

これらの資産グループのう

ち、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである事

業用資産及び賃貸用資産、近

年の地価下落等により土地価

格が著しく下落している遊休

資産について、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

(123百万円)として特別損失

に計上しました。その内訳

は、建物５百万円、土地117

百万円及びその他０百万円で

あります。 

なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、正味売却

価額は、主として不動産鑑定

士による不動産鑑定評価額、

重要性の乏しい物件について

は路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理

的調整を行って算出した金額

を使用しております。 

当社は、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位とし

て、事業用資産については支

店単位、また、賃貸用資産及

び遊休資産については各物件

を個別の資産グループとして

おります。 

これらの資産グループのう

ち、営業活動から生じる損益

が継続してマイナスである事

業用資産及び賃貸用資産、近

年の地価下落等により土地価

格が著しく下落している遊休

資産について、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

(249百万円)として特別損失

に計上しました。その内訳

は、建物53百万円、土地190

百万円及びその他６百万円で

あります。 

なお、当資産グループの

回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正

味売却価額は、主として不

動産鑑定士による不動産鑑

定評価額、重要性の乏しい

物件については路線価によ

る相続税評価額又は固定資

産税評価額に合理的調整を

行って算出した金額を使用

しております。 

  前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

  自己株式         

普通株式 1,447 119 ― 1,566 

   合計 1,447 119 ― 1,566 



Ⅱ 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

Ⅲ 前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加656千株は、取締役会決議による取得655千株及び単元未満株式の買取りによる増加１千株

であります。 

前へ   次へ 

  前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

  自己株式         

普通株式 2,103 0 ― 2,104 

   合計 2,103 0 ― 2,104 

  前事業年度末 

株式数（千株） 

当事業年度 

増加株式数（千株） 

当事業年度 

減少株式数（千株） 

当事業年度末 

株式数（千株） 

  自己株式         

普通株式 1,447 656 ― 2,103 

   合計 1,447 656 ― 2,103 



(リース取引関係) 

＜借主側＞ 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物 13 13 ― 

機械及び 
装置 111 100 11

車両及び 
運搬具 38 15 23

器具及び 
備品 1,771 856 914

その他 112 61 50 

計 2,047 1,047 1,000 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 1 0 0

車両及び 
運搬具 18 14 4

器具及び 
備品 1,860 1,165 695

その他 126 72 54 

計 2,007 1,251 755 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

機械及び
装置 39 33 5 

車両及び
運搬具 18 12 6 

器具及び
備品 1,823 987 835 

その他 100 59 40 

計 1,982 1,093 889 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 380百万円

１年超 634百万円

計 1,015百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 359百万円

１年超 408百万円

計 767百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 386百万円

１年超 516百万円

計 903百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 193百万円

減価償却費相当額 185百万円

支払利息相当額 8百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 206百万円

減価償却費相当額 199百万円

支払利息相当額 6百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 402百万円

減価償却費相当額 385百万円

支払利息相当額 16百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

───── ───── （株式取得による子会社化） 
 当社は、平成18年９月22日開催
の取締役会において、㈱井上誠昌
堂（持分法適用関連会社）の株式
を追加取得して子会社化すること
を決議し、同日、合意書を締結し
ておりましたが、平成19年４月20
日開催の取締役会においては、株
式取得の具体的方法等を決議し、
同日、当社は㈱井上誠昌堂と株式
取得の具体的方法等に係る合意書
を締結いたしました。 
 なお、平成19年５月18日に、当
社は㈱井上誠昌堂に係る株式売買
契約書を井上殖産㈱と締結し、平
成19年５月25日に株式の交付を受
けました。 
 １ 目的 
    両社の経営の効率化 
 ２ 株式取得の相手会社の名称 
    井上殖産㈱ 
 ３ 株式取得の時期 
    株式売買契約書締結日 
     平成19年５月18日 
 ４ ㈱井上誠昌堂の概要 
  ①主な事業の内容 
    医療用医薬品卸売業 
  ②従業員数 209名 
   （平成19年３月31日現在） 
  ③資本金 45百万円 
  ④最近事業年度における貸借 
   対照表、損益計算書の要旨 
    貸借対照表の要旨 
   （平成19年３月31日現在） 

    損益計算書の要旨 
   （自 平成18年４月１日 
       至 平成19年３月31日） 

 ５ 取得した株式の数、取得価 
   額及び取得後の株式の数等 
  ①取得株式数 15,900株 
  ②取得価額 19百万円 
  ③取得後の所有株式数 
        46,000株 
  ④持分比率 51.1％ 

総資産 9,341 百万
円

純資産 △629  

売 上
高 

22,638 百万
円



(2) 【その他】 

平成19年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 (1) 中間配当による配当金の総額………………… 238百万円 

(2) １株当たりの金額……………………………… 6円00銭 

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日…… 平成19年12月12日 

    （注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

(訴訟等) 

宮城県内における医療用医薬品販売に関し、独占禁止法第３条(不当な取引制限の禁止)の規定に違反する行為があったと

して、平成13年12月３日、当社は、他の医薬品卸売業者とともに、公正取引委員会から排除勧告を受け、平成15年２月10日

に課徴金納付命令を受けました。しかし、当社は、法令の適用や納付命令金額等について事実関係との間に差異があると判

断し、課徴金納付命令を不服として、公正取引委員会に対して審判手続の開始を請求し、平成15年４月16日に審判手続開始

の決定を受け審理中でありましたが、平成19年12月４日付で196百万円の課徴金の支払いを命じる審決が出されました。 

なお、当該課徴金納付命令金額については、平成15年３月期に特別損失に計上しております。 

この事案に関連し、上記課徴金納付命令を受けた10社に対しまして、宮城県、仙台市、古川市（現大崎市）から、総額215

百万円の損害賠償訴訟の提起を受け、現在も係争中であります。なお、宮城県からの損害賠償請求金額のうち、販売構成比

から当社の負担分と試算される額11百万円（遅延損害金含む）については、平成17年３月期の特別損失として計上しており

ます。仙台市からの損害賠償請求金額のうち、当社に対する請求額39百万円（遅延損害金含む）については、平成18年３月

期の特別損失に計上しております。同様に、古川市（現大崎市）からの損害賠償請求金額のうち、当社に対する請求額26百

万円（遅延損害金含む）については、平成18年３月期の特別損失に計上しております。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第58期) 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月27日 

東北財務局長に提出 

(2) 自己株券買付状況報告書     
平成19年４月２日 

東北財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社バイタルネットの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社バイタルネット及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成18年12月11日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  橋  本  俊  光  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社バイタルネットの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社バイタルネット及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成19年12月10日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  橋  本  俊  光  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社バイタルネットの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社バイタルネットの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成18年12月11日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  橋  本  俊  光  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社バイタルネットの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社バイタルネットの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成19年12月10日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  橋  本  俊  光  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 
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